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第43条　児童判定命令

（1） 地方自治体または権限者が、児童に関して本条に規定する命令を申請した場合、裁判所は以下の条件が満たさ

れたとき、かつ、そのときに限り当該命令を発することができる。

（a） 申請者の側に、当該児童が深刻な虐待を受けていることまたはその可能性を疑うに足る合理的な理由が

あるとき

（b） 申請者が、当該児童が深刻な虐待を受けているか否か、またはその可能性があるか否かを判定するため

に、当該児童の健康もしくは発育状態、またはその養育方法の判定が必要とされ、

（c） 本条に規定する命令がなければ、そうした判定ができないか、または不満足なものになる可能性が高い

とき。

（2） 本法において、「児童判定命令」の語句は、本条の規定する命令を意味する。

（3） 裁判所は、本条の規定する申請を緊急保護命令の申請として扱うことができる。

（4） 裁判所は、以下の要件が満たされた場合には、児童判定命令は発しない。

（a） 当該児童に関して、緊急保護命令を発する根拠があり、かつ

（b） 児童判定命令ではなく緊急保護命令を発すべき場合。

（5） 児童判定命令は、

（a） 当該判定の開始日を指定し、かつ

（b） 開始日から7日間を超えない期間を規定、それを命令書に記載できる。

（6） 児童に関する判定命令が発せられた場合、当該児童を出頭させるべき立場にある者は、

（a） 当該児童を、当該命令で指名されている者の下に出頭させ、かつ

（b） 当該児童の判定に関して、管轄裁判所が当該命令書に記載すべきとみなした指図に従う義務を負う。

（7） 児童判定命令またはその一部を実施する者は、当該命令によりその条件に従って判定を実施する権限を付与さ

れる。

（8） 第7項の規定にかかわらず、当該児童に正確な情報に基づいて判断を下す十分な理解力が備わっている場合、当

該児童は、医学または精神医学上の検査または判定を受けることを拒否できる。

（9） 当該児童は、

（a） 当該命令が規定する指図に従い

（b） 判定目的の趣旨から必要な場合で、かつ

（c） 当該命令が規定する期間（複数の期間も含む）に限って、

家庭から隔離できる。

（10） 当該児童を家庭から隔離する場合、当該命令には、当該児童が隔離中に権利として認められる他者との交流に

関して、裁判所が適切とみなする指図を記載するものとする。
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（11） 児童判定命令の申請をなす者は、当該申請にかかる公聴会の開催までに、以下の者に申請通知が送達できるよ

う、合理的に実行可能な措置を講じるものとする。

（a） 当該児童の両親

（b） 両親以外で当該児童に対して保護責任を負う者

（c） その他の当該児童の庇護者

（d） 当該児童に関して交流命令が発せられた者

（e） 第34条の規定する命令により当該児童との交流が認められている者、および

（f） 児童本人

（12） 裁判所規則には、

（a） 第11項に記載する者、または

（b） 当該規則に特定される他の者が、

児童判定命令の変更または取り消しを当該裁判所に申請できる条件に関するする規定を設けることができる。

（13） 本条において「権限者」とは、第31条の目的のために権限を認められた者を意味する。

第44条　児童の緊急保護命令

（1） 何人か（以下「申請者」と称する）が管轄裁判所に対して、児童に関して本条に規定する命令を申請した場合

は、当該裁判所は、以下の条件が満たされたとき、かつ、そのときに限り当該命令を発することができる。

（a） 以下の措置が講じられない場合には、当該児童が深刻な虐待を受ける可能性があると信じる合理的な理

由があるとき。

（À） 当該児童を、当該申請者もしくはその代理者の供する施設に移動させる、または、

（Ã） 当該児童を、その時点で収容されている施設に留め置く

（b） 地方自治体が申請をなした場合で

（À） 当該児童に関し、第47条第1項第b号に規定する調査が実施されている場合

（Ã） 面接請求権者が、当該児童への面接を合理的な理由なく拒否されることにより上記調査が実施で

きず、かつ、申請者が、当該児童への面接が緊急に求められると信じる合理的な理由がある場合、

または

（c） 権限者が申請をなした場合で

（À） 申請者が、児童が深刻な虐待を受けていること、またはその可能性があることを疑う合理的な理

由があるとき

（Ã） 申請者が、当該児童の福祉に関する調査を実施しており、かつ

（Õ） 面接の請求権限者が、当該児童への面接を合理的な理由なく拒否されることにより上記調査が実

施できず、かつ、申請者が、当該児童への面接が緊急に求められると信じる合理的な理由がある

とき

（2） 本条において

（a） 「権限者」とは、第31条に規定する目的のため権限を与えられている者を意味する。

（b） 「面接の請求権限者」とは、以下の者を意味する。

（À） 申請者が地方自治体の場合は、当該自治体の公務員または当該調査に関して当該自治体を代理し

て行動する権限を当該自治体から与えられた者

（Ã） 申請者が権限者の場合は、当人

（3） 何人たりとも、

（a） 第1項に規定する調査に関連して、児童に対する面接を求める者で、かつ

（b） その権限があると主張する者は、

求めに応じて、当該権限者である旨を証するなんらかの正規の証明書類を呈示するものとする。

（4） 本条に規定する命令（以下「緊急保護命令」と称する）の有効期間中、その命令は、

（a） 当該児童を当該申請者の下へ出頭させよとの要求に応じる立場にある者に対して、命令として機能し、

（b）

（À） 当該児童を随時、当該申請者またはその代理者の供する施設へ移動させ、かつ、その場所に留め
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置くこと、または

（Ã） 当該命令発出直前に、当該児童が収容されていた病院その他の場所からの移動を禁じることを許

可し

（c） 当該申請人が当該児童の保護責任を負うことを認める。

（5） 児童に関する緊急保護命令の有効期間中、当該申請者は、

（a） 当該児童の福祉を保護するため、第4項b号で付与された権限のみを行使するものとし、

（b） 当該児童の保護責任を果たすに当たって、当該児童の福祉の保護または増進のため、（当該命令の有効期

間に特に配意して）合理的に求められる措置のみを講じるものとし、かつ、

（c） 本項の目的のため内務大臣が定める規則の要求を遵守するものとする。

（6） 当該裁判所が緊急保護命令を発する場合、同裁判所は、

（a） 当該児童と名指された者との交流の許可もしくは不許可、または

（b） 当該児童の医学的もしくは精神医学的検査またはその他の判定に関して

適切とみなした指図があれば、それを与えることができる。

（7） 第6項b号に規定する指図が与えられた場合で、当該児童に正確な情報に基づいて判断を下す十分な理解力が備

わっているときは、当該児童は、検査またはその他の判定を受けることを拒否できる。

（8） 第6項a号に規定する指図には条件を付すことができ、第6項第b条に規定する指図は、

（a） そうした検査もしくは判定を求めないとするか、または

（b） 当該裁判所が別途指図しない限り、そうした検査もしくは判定を求めないとすることもありうる。

（9） 第6項に規定する指図は、

（a） 当該緊急保護命令が発された時点、またはその有効期間中随時与えることができ、

（b） 本節の目的のため裁判所規則が規定する集団に属する者の要請により、随時変更される。

（10） 児童に関する緊急保護命令の有効期間中に、

（a） 第4項b号（À）に規定する権限を行使した当該申請者が、当該児童を復帰させても安全と判断するか、

または

（b） 第4項b号（Ã）に規定する権限を行使した当該申請者が、当該児童をその場所から移動させても安全と

判断した場合は、

当該申請者は、当該児童を元の場所に戻すか、（場合により）児童の移動を許可するものとする。

（11） 当該申請者が第10項の規定により、当該児童を復帰させるよう求められた場合、同人は、

（a） 当該児童を直前まで保護していた者の保護の下に復帰させるか

（b） それが合理的に不可能な場合は、以下の者の保護の下に復帰させるものとする。

（À） 当該児童の親

（Ã） 親以外で当該児童に保護責任を有する者、または

（Õ） 当該申請者が（管轄裁判所の同意を得て）適切とみなした者

（12） 当該申請者が、第10項の規定により当該児童の復帰または移動の許可を求められた場合において、同人が、事

例の状況の変化により必要と判断したときには、当該児童に関してかさねて（当該緊急保護命令の有効期間中

は時随）その権限を行使できる。

（13） 児童に対して緊急保護命令が発せられた場合、当該申請者は、第6項に規定する指図に従い、当該児童と以下の

者との合理的な交流を許可する。

（a） 当該児童の両親

（b） 両親以外で当該児童に保護責任を有する者

（c） 当該児童が当該命令の発出直前に同居していた者

（d） 当該児童に関する交流命令が有効な者

（e） 第34条に規定する命令により、当該児童との交流が許可された者、または

（f） 以上の者の代理として行動する者

（14） 合理的に可能な場合は常に、緊急保護命令には当該児童を名指し、それをしない場合は、極力詳しく本人を記

述するものとする。

（15） 第4項b号に規定する児童を移動させる権限、または移動を阻止する権限を行使する者を故意に妨害する者は、

違法行為を問われるものとする。

（16） 第15項に規定する違反に問われたものは、即決裁判により標準罰金表第3級を超えない罰金に処する。
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第45条　緊急保護命令および附則の有効期間

（1） 緊急保護命令は、8日を超えない範囲で当該命令に規定する期間有効とする。

（2）

（a） 緊急保護命令を発した管轄裁判所が、本節に規定するものを除き、当該命令の有効期間を8日間と定め、

（b） その8日間の最終日が公休日（すなわちクリスマス、聖金曜日、銀行休日または日曜日）に当たる場合は、

当該裁判所は、翌日以降の最初の非休日の正午を期限とする期間を定めることができる。

（3） 第46条第7項に規定する申請に基づき緊急保護命令が発せられた場合、第1項に規定する8日間の期間は、第46条

の規定により当該児童が警察の保護下に置かれた最初の日に始まるものとする。

（4） 何人も

（a） 緊急保護命令の結果児童の保護責任を負った者、および

（b） 当該児童に関する庇護命令を申請する資格を有する者は、

管轄裁判所に対して、当該保護命令の期限延長を申請できる。

（5） 第4項の申請に基づき当該裁判所は、当該命令の期間を延長しなかった場合には、当該児童が深刻な虐待を被る

恐れがあると信じる合理的な理由があるときに限って、7日間を超えない範囲で適切と判断する期間当該命令を

延長することができる。

（6） 緊急保護命令は、一回に限り延長できる。

（7） 以下の証拠の採用を禁じるいかなる法の制定・施行にかかわらず、緊急保護命令の申請またはその関連審理を

行う裁判所は、

（a） 当該審理の過程で、またはそれに関連して当該裁判所になされたすべての報告に含まれる陳述、または

（b） 当該審理の過程で提出された証拠のうち

当該裁判所が、当該申請に適切と認めたものを証拠採用できる。

（8） 以下の者は、当該裁判所に緊急保護命令の解除を申請できる。

（a） 児童本人

（b） 児童の親

（c） 両親以外の当該児童の保護者

（d） 当該児童が当該命令の発出直前に同居していた者

（9） 当該裁判所は、当該緊急命令発出後72時間が経過するまでは、当該命令の解除申請の審理を開始しないものと

する。

（10） 緊急保護命令の発出もしくは発出拒否または当該命令の関連で当裁判所が発する指図に対する上訴は、これを

認めない。

（11） 第8項の規定は、以下の場合には適用しない。

（a）当該緊急保護命令の解除申請資格のある者が

（À） 当該命令が発された審理についての通知を受け（裁判所規則に従って）、かつ

（Ã） 当該審理に出席していた場合

または

（b） 第5項の規定により、その有効期限が延長された緊急保護命令に対するもの

（12） 緊急保護命令を発した裁判所は、当該申請者が当該命令によって付与された権限を行使するに当たって、同人

が望む場合には、登録医、登録看護師または登録保健師を同行できるよう命令することができる。

第46条　緊急時の警察官による児童の移動と収容

（1） 警察官が、児童が深刻な虐待を被りかねないと信じる合理的な理由のある場合、同人は、

（a） 当該児童を適切な施設に移動させ、その場所に収容するか、または、

（b） 当該児童をその時点で収容されている病院その他の場所から移動できなくするために、合理的な措置を

講じることができる。

（2） 本法において、警察官が本条に規定する権限を行使する児童のことを、警察の保護下にあると称する。

（3） 関係警察官は、児童を警察の保護下に置いた後合理的に可能な限り速やかに以下の措置を講じるものとする。
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（a） 当該児童が発見された地域を管轄する自治体に対して、当該児童に対して本条の規定に従いこれまでに

講じた措置および講じるべく提議されている措置ならびにその採択理由を通知する。

（b） 当該児童が日常居住している地域の自治体（以下「関係自治体」と称する）に対して、当該児童が収容

されている場所の明細を通知する。

（c） （当該児童に理解可能とみなされる場合は）本人に以下を通知する。

（À） 本条の規定によりこれまでに本人に対して講じた措置とその理由、および

（Ã） 本条の規定により今後本人に対して講じられる可能性のある措置

（d） 当該児童の希望と考えを見出すべく、合理的に実行可能な措置を講じる。

（e） 本事例の調査は、管轄警察署長が本条の目的のため任命した警察官が担当するよう手配する。かつ、

（f） 警察の保護の下に置かれた当該児童の収容された施設が、

（À） 地方自治体またはその代理者が供したもの、または

（Ã） 第51条の条件を満たす避難所

でない場合、そのような施設に確実に移動させる。

（4） 関係警察官は、児童を警察の保護下に置いた後、合理的に可能な限り速やかに、以下のものに対して、

（a） 児童の両親

（b） 両親以外の当該児童のすべての保護者

（c） 当該児童が警察の保護下に置かれる直前に同居していた者

同人が、当該児童に対して本条の規定によりこれまでに講じた措置、その理由および本条の規定により今後講

じられる可能性のある措置について通知するため、合理的に可能な措置を講じるものとする。

（5） 調査に当たる警察官が、保護を解除すれば当該児童が深刻な虐待を被りかねないと信じる合理的な理由が存続

している場合を除き、同警察官は第3項e号に規定する調査が終了次第、当該児童に対する警察の保護を解除す

る。

（6） 児童の警察による保護は、72時間を超えてはならない。

（7） 児童が警察の保護下にある間、受命警察官は、当該児童に関して関係自治体に代わって第44条に規定する緊急

保護命令を請求することができる。

（8） 第7節の規定によってなされる申請は、当該関係自治体の認識または同意の有無を問わない。

（9） 児童が警察に保護下にある間は、

（a） 関係警察官も受命警察官も、当該児童の保護責任を負わないが、

（b） 受命警察官は、本事例の状況如何にかかわらず、当該児童の福祉を保護し増進するとの目的にかなうべ

く行動するものとする（当該児童を警察の保護下に置き得る残り時間に特に配意すること）。

（10） 児童が警察の保護下に置かれた場合において、受命警察官が、当該児童と下記の者との交流が合理的で児童の

利益になると判断したときには、これを許可する。

（a） 当該児童の両親

（b） 両親以外の当該児童の保護者

（c） 当該児童が警察の保護下に置かれる直前に同居していた者

（d） 当該児童に関して交流命令が発せられた者

（e） 第34条に規定する命令により、当該児童との交流が許可された者、または

（f） 以上の者の代理として行動する者

（11） 警察の保護下に置かれた児童が、関係自治体またはその代理人によって供される施設に収容されている場合、

第10節の受命警察官は、関係自治体と読み替えられる。

第47条　地方自治体の調査義務

（1） 地方自治体が、

（a） その管轄区域に居住するか、またはそこで発見された児童が、

（À） 緊急保護命令の対象になる旨の通知を受けるか、もしくは

（Ã） 警察の保護下にある旨の通知を受けるか

または、
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（b） その管轄区域に居住するか、またはそこで発見された児童が深刻な虐待を受けていること、またはその

可能性があることを疑う合理的な理由がある場合は、

当該自治体は、当該児童の福祉の保護または増進のため何らかの行動を採るべきか否かを決定する上で必要と

考えられる調査を実行するか、実行させるものとする。

（2） 地方自治体が、児童に関する緊急保護命令を得た場合、当該自治体は、当該児童の福祉の保護または増進のた

め何らかの行動を採るべきか否かを決定する上で必要と考えられる調査を実行するか、実行させるものとする。

（3） 当該調査は、以下の判定を主目的とする。

（a） 当該自治体は当該児童に関して、管轄裁判所に何らかの申請をなすべきか否か、または本法で認められ

たなんらかの権限を行使すべきか否か

（b）

（À） 緊急保護命令が発され、かつ

（Ã） 当該自治体またはその代理人が供した施設に収容されていない児童の場合

（緊急保護命令の有効期間中に）そうした施設に収容することが、本人にとって最大の利益になるか否

か。

（c） 児童が警察の保護の下にある場合、当該自治体が第46条7項の規定する申請を請求することが、当該児童

にとって最大の利益になるか否か。

（4） 児童に関して、第1項に規定する調査がなされる場合、関係地方自治体は、（当該児童に対して講じるべき措置

がある場合には、それを決定できるよう）

（a） 自ら当該児童に面接するため、または

（b） 当該自治体がその代理として委任した者が、当該児童に面接できるようにするため、

合理的に実行可能な措置を講じるものとする。ただし、同自治体が当該児童に関して十分な情報を入手してい

ると認めている場合を除く。

（5） 当該調査の結果、当該自治体が当該児童の教育に関して究明すべき点が有ると判断した場合は、当該自治体は、

関係地方教育機関と協議するものとする。

（6） 本条に規定する調査の過程で、

（a） 当該地方自治体の公務員、または

（b） これらの調査に関して、当該自治体がその代理として委任した者が、

（À） 当該児童との面接を拒否されるか、または

（Ã） 当該児童の所在に関する情報の提供を拒否された場合

当該自治体は、当該児童に対する緊急保護命令、児童判定命令、庇護命令または監督命令を申請するも

のとする。ただし、同自治体がそうした措置を講じることなく、当該児童の福祉が十分に保護できると

認めた場合を除く。

（7） 本条に規定する調査または点検の結論として、当該自治体が、緊急保護命令、児童判定命令、庇護命令または

監督命令を申請しないことを決めた場合、同自治体は、

（a） 当事例を後日再点検すべきか否かを検討し、かつ、

（b） 再点検を決定した場合は、その開始日を定めるものとする。

（8） 本条の規定を遵守した結果、地方自治体が、当該児童の福祉の保護または増進のための措置が必要と結論した

場合、（その措置が自治体の権限に属し、かつ、それが合理的に実行可能な限りにおいて）その措置を講じるも

のとする。

（9） 地方自治体が、本条に規定する調査を実施する場合、第11項に記載する者は、当該自治体から要請があったと

きには、この調査を支援する（特に、適切な情報と助言を与えて）義務を負う。

（10） 第9節の規定は、本事例の状況の如何にかかわらず自治体への支援が不 合理な場合は、何人に対しても、地

方自治体への支援を義務づけるものではない。

（11） ここでいう支援者とは、以下の者をいう。

（a） 地方自治体

（b） 地方教育機関

（c） 地方公共住宅機関

（d） 地方保険機関、および

（e） 本条の目的のため、内務大臣が任命する者
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（12） 地方自治体が、他の自治体の管轄区域内に日常居住すると見られる児童に対して、本条に規定する調査をなす

場合は、当該の他自治体と協議するものとし、後者は、独自に所要の調査をなすことができる。

第48条　緊急保護が必要な可能性のある児童の発見を支援する権限

（1） 緊急保護命令を発する裁判所の判断で、当該児童の所在についての十分な情報を,

（a） 当該命令の申請者が有しておらず、かつ

（b） 他の者が有している場合

当該裁判所は当該申請者が求めにより、当該の他の者に対して、当該児童の所在に関して同人が有している可

能性のある情報の開示を求める条項を、当該命令に加えることができる。

（2） 何人も、当該要請を遵守すると当人またはその配偶者が犯罪に巻き込まれる恐れがあるとの理由で、当該要請

の遵守を免除されないものとする。ただし、遵守するにあたってなした供述または自白は、偽証罪を除くいか

なる罪状の訴訟においても、当人またはその配偶者に不利な証拠として採用されないものとする。

（3） 緊急保護命令は、申請者が、当該命令において特定された敷地に立ち入り、当該命令の対象者たる児童を捜索

することを許可する。

（4） 当該裁判所が、当該敷地内に緊急保護命令の発出が必要な別の児童が存在する可能性があると信じる合理的な

理由があると認める場合は、当該裁判所は、当該申請者に対し、同敷地内の他の児童の捜索許可命令を発する

ことができる。

（5）

（a） 第4項に規定する命令が発せられ、

（b） 当該敷地内で関連児童が発見され、かつ

（c） 当該申請者が、その児童に対する緊急保護命令を存続させる理由がある

と認める場合は、当該命令は緊急保護命令と同等の効力を持つものとする。

（6） 第4項に規定する命令が発せられた場合には、当該申請者は当該裁判所に対して、結果を通知するものとする。

（7） 第3項または第4項に規定する立ち入り権および捜索権を行使する者を故意に妨害した者は、罪に問われるもの

とする。

（8） 第7項に規定する罪で有罪とされた者は、即決裁判により標準罰金表第3級を超えない罰金に処する。

（9） 何人かによる本条に基づいた令状の申請を受けた裁判所が、

（a） 過去に緊急保護命令による権限行使を試みた者が、当該敷地への立ち入りまたは当該児童への面接を拒

まれて、その実行を妨害されたことがあると判断するか、または、

（b） 当該権限行使を試みる者が、それを妨害される可能性があると判断した場合は、

当該裁判所は警察官に対して、第a号または第b号に記載する者がその権限を行使するに当たって、必要に応じ

合理的な実力の行使を伴う支援を命じる令状を発行することができる。

（10） 本条に基づき発せられるすべての令状は、

（a） 申請者がそれを希望し、かつ

（b） 当該令状を発する裁判所が、別途命令しない場合は

当該令状の申請者に同行する警察官に宛てて発せられ、同人によって執行される。

（11） 本条に基づく令状の申請を許可した裁判所は、令状の執行に当たって関係警察官が希望する場合、同人に登録

医師、登録看護師、登録保健師が同行するよう命じることができる。

（12） 本条に基づく令状の申請は、裁判所規則の規定る形式と書式により作成されるものとする。

（13） 合理的に可能な場合は常に、第4節に基づく命令、本条に基づく令状の申請および当該令状は当該児童を名指し

するものとするが、名指ししない場合は、当人をできる限り詳しく記載するものとする。

第49条　保護児童の略取他

（1） 故意に合法的な権限なく、または合理的な理由なく

（a） 本条の規定が適用される児童を保護者の下から略取するか、

（b） そのような児童を保護者に会わせず、または
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（c） そのような児童に保護者からの逃亡または忌避するよう教唆、支援または扇動する者は、

罪に問われるものとする。

（2） 本条は、以下の児童に適用される。

（a） 保護下にある者

（b） 緊急保護命令の対象

（c） 警察の保護下にある者

また、本条において「保護者」とは、それぞれの場合により保護命令、緊急保護命令または第46条に基づき暫

定的に当該児童を保護する者を意味する。

（3） 本条に規定する罪で有罪とされた者は、即決裁判により6ヶ月を超えない懲役に処するか、標準罰金表第5級を

超えない罰金に処するか、またはこれを併課する。
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PART V PROTECTION OF CHILDREN

43 Child assessment orders

（1） On the application of a local authority or authorised person for an order to be made under this section with

respect to a child, the court may make the order if, but only if, it is satisfied that―

（a） the applicant has reasonable cause to suspect that the child is suffering, or is likely to suffer, significant

harm; 

（b） an assessment of the state of the child’s health or development, or of the way in which he has been

treated, is required to enable the applicant to determine whether or not the child is suffering, or is likely

to suffer, significant harm; and 

（c） it is unlikely that such an assessment will be made, or be satisfactory, in the absence of an order under

this section. 

（2） In this Act “a child assessment order” means an order under this section. 

（3） A court may treat an application under this section as an application for an emergency protection order. 

（4） No court shall make a child assessment order if it is satisfied―

（a） that there are grounds for making an emergency protection order with respect to the child; and 

（b） that it ought to make such an order rather than a child assessment order. 

（5） A child assessment order shall―

（a） specify the date by which the assessment is to begin; and 

（b） have effect for such period, not exceeding 7 days beginning with that date, as may be specified in the

order. 

（6） Where a child assessment order is in force with respect to a child it shall be the duty of any person who is in a

position to produce the child―

（a） to produce him to such person as may be named in the order; and 

（b） to comply with such directions relating to the assessment of the child as the court thinks fit to specify

in the order. 

（7） A child assessment order authorises any person carrying out the assessment, or any part of the assessment, to

do so in accordance with the terms of the order. 

（8） Regardless of subsection （7）, if the child is of sufficient understanding to make an informed decision he may

refuse to submit to a medical or psychiatric examination or other assessment. 



（9） The child may only be kept away from home―

（a） in accordance with directions specified in the order; 

（b） if it is necessary for the purposes of the assessment; and 

（c） for such period or periods as may be specified in the order. 

（10） Where the child is to be kept away from home, the order shall contain such directions as the court thinks fit

with regard to the contact that he must be allowed to have with other persons while away from home. 

（11） Any person making an application for a child assessment order shall take such steps as are reasonably

practicable to ensure that notice of the application is given to―

（a） the child’s parents; 

（b） any person who is not a parent of his but who has parental responsibility for him; 

（c） any other person caring for the child; 

（d） any person in whose favour a contact order is in force with respect to the child; 

（e） any person who is allowed to have contact with the child by virtue of an order under section 34; and 

（f） the child, 

before the hearing of the application.

（12） Rules of court may make provision as to the circumstances in which―

（a） any of the persons mentioned in subsection （11）; or 

（b） such other person as may be specified in the rules, 

may apply to the court for a child assessment order to be varied or discharged.

（13） In this section “authorised person” means a person who is an authorised person for the purposes of section

31.

44 Orders for emergency protection of children 

（1） Where any person （“the applicant”）applies to the court for an order to be made under this section with

respect to a child, the court may make the order if, but only if, it is satisfied that―

（a） there is reasonable cause to believe that the child is likely to suffer significant harm if―

（i） he is not removed to accommodation provided by or on behalf of the applicant; or 

（ii） he does not remain in the place in which he is then being accommodated; 

（b） in the case of an application made by a local authority―

（i） enquiries are being made with respect to the child under section 47（1）（b）; and 

（ii） those enquiries are being frustrated by access to the child being unreasonably refused to a

person authorised to seek access and that the applicant has reasonable cause to believe that

access to the child is required as a matter of urgency; or 

（c） in the case of an application made by an authorised person―

（i） the applicant has reasonable cause to suspect that a child is suffering, or is likely to suffer,

significant harm; 

（ii） the applicant is making enquiries with respect to the child’s welfare; and 

（iii） those enquiries are being frustrated by access to the child being unreasonably refused to a

person authorised to seek access and the applicant has reasonable cause to believe that access

to the child is required as a matter of urgency. 

（2） In this section―

（a） “authorised person” means a person who is an authorised person for the purposes of section 31; and 

（b） “a person authorised to seek access” means―

（i） in the case of an application by a local authority, an officer of the local authority or a person

authorised by the authority to act on their behalf in connection with the enquiries; or 

（ii） in the case of an application by an authorised person, that person. 
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（3） Any person―

（a） seeking access to a child in connection with enquiries of a kind mentioned in subsection （1）; and 

（b） purporting to be a person authorised to do so, 

shall, on being asked to do so, produce some duly authenticated document as evidence that he is such a

person.

（4） While an order under this section （ “an emergency protection order”）is in force it―

（a） operates as a direction to any person who is in a position to do so to comply with any request to

produce the child to the applicant; 

（b） authorises―

（i） the removal of the child at any time to accommodation provided by or on behalf of the applicant

and his being kept there; or 

（ii） the prevention of the child’s removal from any hospital, or other place, in which he was being

accommodated immediately before the making of the order; and 

（c） gives the applicant parental responsibility for the child. 

（5） Where an emergency protection order is in force with respect to a child, the applicant―

（a） shall only exercise the power given by virtue of subsection （4）（b）in order to safeguard the welfare

of the child; 

（b） shall take, and shall only take, such action in meeting his parental responsibility for the child as is

reasonably required to safeguard or promote the welfare of the child （having regard in particular to

the duration of the order）; and 

（c） shall comply with the requirements of any regulations made by the Secretary of State for the purposes

of this subsection. 

（6） Where the court makes an emergency protection order, it may give such directions （if any）as it considers

appropriate with respect to―

（a） the contact which is, or is not, to be allowed between the child and any named person; 

（b） the medical or psychiatric examination or other assessment of the child. 

（7） Where any direction is given under subsection （6）（b）, the child may, if he is of sufficient understanding to

make an informed decision, refuse to submit to the examination or other assessment. 

（8） A direction under subsection （6）（a）may impose conditions and one under subsection （6）（b）may be to

the effect that there is to be―

（a） no such examination or assessment; or 

（b） no such examination or assessment unless the court directs otherwise. 

（9） A direction under subsection （6）may be―

（a） given when the emergency protection order is made or at any time while it is in force; and 

（b） varied at any time on the application of any person falling within any class of person prescribed by

rules of court for the purposes of this subsection. 

（10） Where an emergency protection order is in force with respect to a child and―

（a） the applicant has exercised the power given by subsection （4）（b）（i）but it appears to him that it is

safe for the child to be returned; or 

（b）the applicant has exercised the power given by subsection （4）（b）（ii）but it appears to him that it is

safe for the child to be allowed to be removed from the place in question, 

he shall return the child or （as the case may be）allow him to be removed.

（11） Where he is required by subsection （10）to return the child the applicant shall―

（a） return him to the care of the person from whose care he was removed; or 

（b） if that is not reasonably practicable, return him to the care of―

（i） a parent of his; 

（ii） any person who is not a parent of his but who has parental responsibility for him; or 

（iii） such other person as the applicant （with the agreement of the court）considers appropriate. 

－173－



（12） Where the applicant has been required by subsection （10）to return the child, or to allow him to be removed,

he may again exercise his powers with respect to the child （at any time while the emergency protection

order remains in force）if it appears to him that a change in the circumstances of the case makes it necessary

for him to do so. 

（13）Where an emergency protection order has been made with respect to a child, the applicant shall, subject to any

direction given under subsection （6）, allow the child reasonable contact with―

（a） his parents; 

（b） any person who is not a parent of his but who has parental responsibility for him; 

（c） any person with whom he was living immediately before the making of the order; 

（d） any person in whose favour a contact order is in force with respect to him; 

（e） any person who is allowed to have contact with the child by virtue of an order under section 34; and 

（f） any person acting on behalf of any of those persons. 

（14） Wherever it is reasonably practicable to do so, an emergency protection order shall name the child; and where

it does not name him it shall describe him as clearly as possible. 

（15） A person shall be guilty of an offence if he intentionally obstructs any person exercising the power under

subsection （4）（b）to remove, or prevent the removal of, a child. 

（16） A person guilty of an offence under subsection （15）shall be liable on summary conviction to a fine not

exceeding level 3 on the standard scale. 

45 Duration of emergency protection orders and other supplemental provisions 

（1） An emergency protection order shall have effect for such period, not exceeding eight days, as may be specified

in the order. 

（2） Where―

（a） the court making an emergency protection order would, but for this subsection, specify a period of eight

days as the period for which the order is to have effect; but 

（b） the last of those eight days is a public holiday （that is to say, Christmas Day, Good Friday, a bank

holiday or a Sunday）, 

the court may specify a period which ends at noon on the first later day which is not such a holiday.

（3） Where an emergency protection order is made on an application under section 46（7）, the period of eight

days mentioned in subsection （1）shall begin with the first day on which the child was taken into police

protection under section 46. 

（4） Any person who―

（a） has parental responsibility for a child as the result of an emergency protection order; and 

（b） is entitled to apply for a care order with respect to the child, 

may apply to the court for the period during which the emergency protection order is to have effect to be

extended.

（5） On an application under subsection （4）the court may extend the period during which the order is to have

effect by such period, not exceeding seven days, as it thinks fit, but may do so only if it has reasonable cause

to believe that the child concerned is likely to suffer significant harm if the order is not extended. 

（6） An emergency protection order may only be extended once. 

（7） Regardless of any enactment or rule of law which would otherwise prevent it from doing so, a court hearing

an application for, or with respect to, an emergency protection order may take account of―

（a） any statement contained in any report made to the court in the course of, or in connection with, the

hearing; or 

（b） any evidence given during the hearing, 

which is, in the opinion of the court, relevant to the application.
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（8） Any of the following may apply to the court for an emergency protection order to be discharged―

（a） the child; 

（b） a parent of his; 

（c） any person who is not a parent of his but who has parental responsibility for him; or 

（d） any person with whom he was living immediately before the making of the order. 

（9） No application for the discharge of an emergency protection order shall be heard by the court before the

expiry of the period of 72 hours beginning with the making of the order. 

（10） No appeal may be made against the making of, or refusal to make, an emergency protection order or against

any direction given by the court in connection with such an order. 

（11） Subsection （8）does not apply―

（a） where the person who would otherwise be entitled to apply for the emergency protection order to be

discharged―

（i） was given notice （in accordance with rules of court）of the hearing at which the order was

made; and 

（ii） was present at that hearing; or 

（b） to any emergency protection order the effective period of which has been extended under subsection

（5）. 

（12） A court making an emergency protection order may direct that the applicant may, in exercising any powers

which he has by virtue of the order, be accompanied by a registered medical practitioner, registered nurse or

registered health visitor, if he so chooses. 

46 Removal and accommodation of children by police in cases of emergency 

（1） Where a constable has reasonable cause to believe that a child would otherwise be likely to suffer significant

harm, he may―

（a） remove the child to suitable accommodation and keep him there; or 

（b） take such steps as are reasonable to ensure that the child’s removal from any hospital, or other place, in

which he is then being accommodated is prevented. 

（2） For the purposes of this Act, a child with respect to whom a constable has exercised his powers under this

section is referred to as having been taken into police protection. 

（3） As soon as is reasonably practicable after taking a child into police protection, the constable concerned shall―

（a） inform the local authority within whose area the child was found of the steps that have been, and are

proposed to be, taken with respect to the child under this section and the reasons for taking them; 

（b） give details to the authority within whose area the child is ordinarily resident （“the appropriate

authority”）of the place at which the child is being accommodated; 

（c） inform the child （if he appears capable of understanding）―

（i） of the steps that have been taken with respect to him under this section and of the reasons for

taking them; and 

（ii） of the further steps that may be taken with respect to him under this section; 

（d） take such steps as are reasonably practicable to discover the wishes and feelings of the child; 

（e） secure that the case is inquired into by an officer designated for the purposes of this section by the

chief officer of the police area concerned; and 

（f） where the child was taken into police protection by being removed to accommodation which is not

provided―

（i） by or on behalf of a local authority; or 

（ii） as a refuge, in compliance with the requirements of section 51, secure that he is moved to

accommodation which is so provided. 
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（4） As soon as is reasonably practicable after taking a child into police protection, the constable concerned shall

take such steps as are reasonably practicable to inform―

（a） the child’s parents; 

（b） every person who is not a parent of his but who has parental responsibility for him; and 

（c） any other person with whom the child was living immediately before being taken into police protection, 

of the steps that he has taken under this section with respect to the child, the reasons for taking them and the

further steps that may be taken with respect to him under this section.

（5） On completing any inquiry under subsection （3）（e）, the officer conducting it shall release the child from

police protection unless he considers that there is still reasonable cause for believing that the child would be

likely to suffer significant harm if released. 

（6） No child may be kept in police protection for more than 72 hours. 

（7） While a child is being kept in police protection, the designated officer may apply on behalf of the appropriate

authority for an emergency protection order to be made under section 44 with respect to the child. 

（8） An application may be made under subsection （7）whether or not the authority know of it or agree to its

being made. 

（9） While a child is being kept in police protection―

（a） neither the constable concerned nor the designated officer shall have parental responsibility for him; but 

（b） the designated officer shall do what is reasonable in all the circumstances of the case for the purpose of

safeguarding or promoting the child’s welfare （having regard in particular to the length of the period

during which the child will be so protected）. 

（10） Where a child has been taken into police protection, the designated officer shall allow―

（a） the child’s parents; 

（b） any person who is not a parent of the child but who has parental responsibility for him; 

（c） any person with whom the child was living immediately before he was taken into police protection; 

（d） any person in whose favour a contact order is in force with respect to the child; 

（e） any person who is allowed to have contact with the child by virtue of an order under section 34; and 

（f） any person acting on behalf of any of those persons, 

to have such contact （if any）with the child as, in the opinion of the designated officer, is both reasonable and

in the child’s best interests.

（11） Where a child who has been taken into police protection is in accommodation provided by, or on behalf of, the

appropriate authority, subsection （10）shall have effect as if it referred to the authority rather than to the

designated officer. 

47 Local authority’s duty to investigate 

（1） Where a local authority―

（a） are informed that a child who lives, or is found, in their area―

（i） is the subject of an emergency protection order; or 

（ii） is in police protection; or 

（b） have reasonable cause to suspect that a child who lives, or is found, in their area is suffering, or is likely

to suffer, significant harm, 

the authority shall make, or cause to be made, such enquiries as they consider necessary to enable them to

decide whether they should take any action to safeguard or promote the child’s welfare.

（2） Where a local authority have obtained an emergency protection order with respect to a child, they shall make,

or cause to be made, such enquiries as they consider necessary to enable them to decide what action they

should take to safeguard or promote the child’s welfare. 

（3） The enquiries shall, in particular, be directed towards establishing―

（a） whether the authority should make any application to the court, or exercise any of their other powers
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under this Act, with respect to the child; 

（b） whether, in the case of a child―

（i） with respect to whom an emergency protection order has been made; and 

（ii） who is not in accommodation provided by or on behalf of the authority, 

it would be in the child’s best interests （while an emergency protection order remains in force）for him to be

in such accommodation; and

（c） whether, in the case of a child who has been taken into police protection, it would be in the child’s best

interests for the authority to ask for an application to be made under section 46（7）. 

（4） Where enquiries are being made under subsection （1）with respect to a child, the local authority concerned

shall （with a view to enabling them to determine what action, if any, to take with respect to him）take such

steps as are reasonably practicable―

（a） to obtain access to him; or 

（b） to ensure that access to him is obtained, on their behalf, by a person authorised by them for the

purpose, 

unless they are satisfied that they already have sufficient information with respect to him.

（5） Where, as a result of any such enquiries, it appears to the authority that there are matters connected with the

child’s education which should be investigated, they shall consult the relevant local education authority. 

（6） Where, in the course of enquiries made under this section―

（a） any officer of the local authority concerned; or 

（b） any person authorised by the authority to act on their behalf in connection with those enquiries―

（i） is refused access to the child concerned; or 

（ii） is denied information as to his whereabouts, 

the authority shall apply for an emergency protection order, a child assessment order, a care order or a

supervision order with respect to the child unless they are satisfied that his welfare can be satisfactorily

safeguarded without their doing so.

（7） If, on the conclusion of any enquiries or review made under this section, the authority decide not to apply for

an emergency protection order, a child assessment order, a care order or a supervision order they shall―

（a） consider whether it would be appropriate to review the case at a later date; and 

（b） if they decide that it would be, determine the date on which that review is to begin. 

（8） Where, as a result of complying with this section, a local authority conclude that they should take action to

safeguard or promote the child’s welfare they shall take that action （so far as it is both within their power

and reasonably practicable for them to do so）. 

（9） Where a local authority are conducting enquiries under this section, it shall be the duty of any person

mentioned in subsection （11）to assist them with those enquiries （in particular by providing relevant

information and advice）if called upon by the authority to do so. 

（10） Subsection （9）does not oblige any person to assist a local authority where doing so would be unreasonable

in all the circumstances of the case. 

（11） The persons are―

（a） any local authority; 

（b） any local education authority; 

（c） any local housing authority; 

（d） any health authority; and 

（e） any person authorised by the Secretary of State for the purposes of this section. 

（12） Where a local authority are making enquiries under this section with respect to a child who appears to them

to be ordinarily resident within the area of another authority, they shall consult that other authority, who may

undertake the necessary enquiries in their place. 
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48 Powers to assist in discovery of children who may be in need of emergency protection 

（1） Where it appears to a court making an emergency protection order that adequate information as to the child’

s whereabouts―

（a） is not available to the applicant for the order; but 

（b） is available to another person, 

it may include in the order a provision requiring that other person to disclose, if asked to do so by the

applicant, any information that he may have as to the child’s whereabouts.

（2） No person shall be excused from complying with such a requirement on the ground that complying might

incriminate him or his spouse of an offence; but a statement or admission made in complying shall not be

admissible in evidence against either of them in proceedings for any offence other than perjury. 

（3） An emergency protection order may authorise the applicant to enter premises specified by the order and

search for the child with respect to whom the order is made. 

（4） Where the court is satisfied that there is reasonable cause to believe that there may be another child on those

premises with respect to whom an emergency protection order ought to be made, it may make an order

authorising the applicant to search for that other child on those premises. 

（5） Where―

（a） an order has been made under subsection （4）; 

（b） the child concerned has been found on the premises; and 

（c） the applicant is satisfied that the grounds for making an emergency protection order exist with respect

to him, 

the order shall have effect as if it were an emergency protection order.

（6） Where an order has been made under subsection （4）, the applicant shall notify the court of its effect. 

（7） A person shall be guilty of an offence if he intentionally obstructs any person exercising the power of entry

and search under subsection （3）or （4）. 

（8） A person guilty of an offence under subsection （7）shall be liable on summary conviction to a fine not

exceeding level 3 on the standard scale. 

（9） Where, on an application made by any person for a warrant under this section, it appears to the court―

（a） that a person attempting to exercise powers under an emergency protection order has been prevented

from doing so by being refused entry to the premises concerned or access to the child concerned; or 

（b） that any such person is likely to be so prevented from exercising any such powers, 

it may issue a warrant authorising any constable to assist the person mentioned in paragraph （a）or （b）in

the exercise of those powers using reasonable force if necessary.

（10） Every warrant issued under this section shall be addressed to, and executed by, a constable who shall be

accompanied by the person applying for the warrant if―

（a） that person so desires; and 

（b） the court by whom the warrant is issued does not direct otherwise. 

（11） A court granting an application for a warrant under this section may direct that the constable concerned may,

in executing the warrant, be accompanied by a registered medical practitioner, registered nurse or registered

health visitor if he so chooses. 

（12） An application for a warrant under this section shall be made in the manner and form prescribed by rules of

court. 

（13） Wherever it is reasonably practicable to do so, an order under subsection （4）, an application for a warrant

under this section and any such warrant shall name the child; and where it does not name him it shall describe

him as clearly as possible. 
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49 Abduction of children in care etc 

（1） A person shall be guilty of an offence if, knowingly and without lawful authority or reasonable excuse, he―

（a） takes a child to whom this section applies away from the responsible person; 

（b） keeps such a child away from the responsible person; or 

（c） induces, assists or incites such a child to run away or stay away from the responsible person. 

（2） This section applies in relation to a child who is―

（a） in care; 

（b） the subject of an emergency protection order; or 

（c） in police protection, 

and in this section “the responsible person” means any person who for the time being has care of him by

virtue of the care order, the emergency protection order, or section 46, as the case may be.

（3） A person guilty of an offence under this section shall be liable on summary conviction to imprisonment for a

term not exceeding six months, or to a fine not exceeding level 5 on the standard scale, or to both.

50 Recovery of abducted children etc 

（1） Where it appears to the court that there is reason to believe that a child to whom this section applies―

（a） has been unlawfully taken away or is being unlawfully kept away from the responsible person; 

（b） has run away or is staying away from the responsible person; or 

（c） is missing, 

the court may make an order under this section （“a recovery order”）.

（2） This section applies to the same children to whom section 49 applies and in this section “the responsible

person” has the same meaning as in section 49. 

（3） A recovery order―

（a） operates as a direction to any person who is in a position to do so to produce the child on request to

any authorised person; 

（b） authorises the removal of the child by any authorised person; 

（c） requires any person who has information as to the child’s whereabouts to disclose that information, if

asked to do so, to a constable or an officer of the court; 

（d） authorises a constable to enter any premises specified in the order and search for the child using

reasonable force if necessary. 

（4） The court may make a recovery order only on the application of―

（a） any person who has parental responsibility for the child by virtue of a care order or emergency

protection order; or 

（b） where the child is in police protection, the designated officer. 

（5） A recovery order shall name the child and―

（a） any person who has parental responsibility for the child by virtue of a care order or emergency

protection order; or 

（b） where the child is in police protection, the designated officer. 

（6） Premises may only be specified under subsection （3）（d）if it appears to the court that there are reasonable

grounds for believing the child to be on them. 

（7） In this section―

“an authorised person” means―

（a） any person specified by the court; 

（b） any constable; 

（c） any person who is authorised―

（i） after the recovery order is made; and 
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（ii） by a person who has parental responsibility for the child by virtue of a care order or an

emergency protection order, 

to exercise any power under a recovery order; and

“the designated officer” means the officer designated for the purposes of section 46.

（8） Where a person is authorised as mentioned in subsection （7）（c）―

（a） the authorisation shall identify the recovery order; and 

（b） any person claiming to be so authorised shall, if asked to do so, produce some duly authenticated

document showing that he is so authorised. 

（9） A person shall be guilty of an offence if he intentionally obstructs an authorised person exercising the power

under subsection （3）（b）to remove a child. 

（10） A person guilty of an offence under this section shall be liable on summary conviction to a fine not exceeding

level 3 on the standard scale. 

（11） No person shall be excused from complying with any request made under subsection （3）（c）on the ground

that complying with it might incriminate him or his spouse of an offence; but a statement or admission made

in complying shall not be admissible in evidence against either of them in proceedings for an offence other

than perjury. 

（12） Where a child is made the subject of a recovery order whilst being looked after by a local authority, any

reasonable expenses incurred by an authorised person in giving effect to the order shall be recoverable from

the authority. 

（13） A recovery order shall have effect in Scotland as if it had been made by the Court of Session and as if that

court had had jurisdiction to make it. 

（14） In this section “the court”, in relation to Northern Ireland, means a magistrates' court within the meaning of

the [S.I. 1981/1675 （N.I. 26）.] Magistrates' Courts （Northern Ireland）Order 1981. 

51 Refuges for children at risk 

（1） Where it is proposed to use a voluntary home or registered children’s home to provide a refuge for children

who appear to be at risk of harm, the Secretary of State may issue a certificate under this section with respect

to that home. 

（2） Where a local authority or voluntary organisation arrange for a foster parent to provide such a refuge, the

Secretary of State may issue a certificate under this section with respect to that foster parent. 

（3） In subsection （2）“foster parent” means a person who is, or who from time to time is, a local authority

foster parent or a foster parent with whom children are placed by a voluntary organisation. 

（4） The Secretary of State may by regulations―

（a） make provision as to the manner in which certificates may be issued; 

（b） impose requirements which must be complied with while any certificate is in force; and 

（c） provide for the withdrawal of certificates in prescribed circumstances. 

（5） Where a certificate is in force with respect to a home, none of the provisions mentioned in subsection （7）

shall apply in relation to any person providing a refuge for any child in that home. 

（6） Where a certificate is in force with respect to a foster parent, none of those provisions shall apply in relation to

the provision by him of a refuge for any child in accordance with arrangements made by the local authority or

voluntary organisation. 

（7） The provisions are―

（a） section 49; 

（b） section 71 of the [1968 c. 49.] Social Work （Scotland）Act 1968 （harbouring children who have

absconded from residential establishments etc.）, so far as it applies in relation to anything done in

England and Wales; 

（c） section 32（3）of the [1969 c. 54.] Children and Young Persons Act 1969 （compelling, persuading,
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inciting or assisting any person to be absent from detention, etc.）, so far as it applies in relation to

anything done in England and Wales; 

（d） section 2 of the [1984 c. 37.] Child Abduction Act 1984. 

52 Rules and regulations 

（1） Without prejudice to section 93 or any other power to make such rules, rules of court may be made with

respect to the procedure to be followed in connection with proceedings under this Part. 

（2） The rules may, in particular make provision―

（a） as to the form in which any application is to be made or direction is to be given; 

（b） prescribing the persons who are to be notified of―

（i） the making, or extension, of an emergency protection order; or 

（ii） the making of an application under section 45（4）or （8）or 46（7）; and 

（c） as to the content of any such notification and the manner in which, and person by whom, it is to be

given. 

（3） The Secretary of State may by regulations provide that, where―

（a） an emergency protection order has been made with respect to a child; 

（b） the applicant for the order was not the local authority within whose area the child is ordinarily resident;

and 

（c） that local authority are of the opinion that it would be in the child’s best interests for the applicant’s

responsibilities under the order to be transferred to them, 

that authority shall （subject to their having complied with any requirements imposed by the regulations）be

treated, for the purposes of this Act, as though they and not the original applicant had applied for, and been

granted, the order.

（4） Regulations made under subsection （3）may, in particular, make provision as to―

（a） the considerations to which the local authority shall have regard in forming an opinion as mentioned in

subsection （3）（c）; and 

（b） the time at which responsibility under any emergency protection order is to be treated as having been

transferred to a local authority.
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ソーシャルケアワーカーの雇用主

はじめに
本文書には、ソーシャルケアワーカーとその雇用主が職務に就くにあたり遵守すべき実践・行動基準を記したソーシ

ャルケアワーカーのための行動規範とソーシャルケアワーカーの雇用主のための行動規範が収められています。ソー

シャルケアワーカーのための行動規範でも繰り返されますが、ここでは、規範の目的と、規範がソーシャルケアワー

カー、雇用主、サービス利用者、社会一般人に意味するところの理解を助けることを意図しています。

2001年10月1日、General Social Care CouncilはNorthern Ireland Social Care Council、Scottish Social Services Council、

Care Council for Walesと同時に作業に着手しました。カウンシルには行動規範を作成する義務があり、ソーシャルケ

アサービスの基準を高める作業の一環として、協同でこれらの規範の作成にあたりました。

本文書にはワーカーと雇用主のための両行動規範が併記されていますが、これは、両規範は補完的なものであり、ソ

ーシャルケアサービスにおける高い基準を保証する際の雇用主とワーカーの共同責任を映し出すものであるためです。

規範とは何か？
ソーシャルケアワーカーの雇用主のための行動規範とは、ソーシャルケアワーカーを規制管理するに際しての雇用主

の責任を規定するものです。こうした基準が全国レベルで定められたのは今回が初めてです。規範は、雇用主が適用

規範に定められた基準を遵守し、ソーシャルケアワーカーが適用規範の基準を満たすようにワーカーをサポートし、

ワーカーが期待される実践基準に満たない場合には適切な措置をとることを求めています。

ソーシャルケアワーカーのための行動規範は、ソーシャルケアワーカーが日常の職務に就く際に求められる職業上の

実践・行動基準を列挙して述べたものです。多くの雇用主は同様の規範を地域レベルで実施しているとはいえ、こう

した方法で全国レベルの基準が定められたのは、これも今回が初めてです。目的は、ソーシャルケアに求められる基

準を確立させ、雇用主、同僚、サービス利用者、ケアラー、社会一般人がワーカーに期待する実践基準とは何かをソ

ーシャルケアワーカーが確実に把握できるようにすることです。

規範は既に実施されている実践基準を反映させることをめざし、ワーカーと雇用主が規範の中に、既に目標としてい

る共有の基準を認識することを予期しています。カウンシルは規範を広く紹介していくことにより、これらの基準の

推進を図っていきます。

規範はどのように活用されていくのか？
規範は、英国内のイングランド、スコットランド、ウェールズ、北アイルランドにソーシャルケア規制制度を導入す

る重要なステップです。カウンシルは、ソーシャルケアに従事する者の登録責任を負います。登録簿は、登録者が登

録簿に登録されるための必要条件を満たし、ソーシャルケアワーカーのための行動規範に述べられた基準の遵守を応

諾したという公の記録となります。

カウンシルは、違反行為問題や登録ワーカーを登録簿に留めるべきか否かの決定を熟考する際に、ソーシャルケアワ
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ーカーのための行動規範に述べられた基準を考慮に入れることになります。

規範があなたに意味するものは？
ソーシャルケアワーカーとして、あなたは自分の行動の指針となる基準を持ち、どのような実践基準を満たすことが

あなたに期待されているのかを明確に把握することになります。自分の行動を考察し、改善できる領域を見つけられ

るように、行動規範を活用していくことが奨励されます。

ソーシャルケアの雇用主として、あなたは、従業員の規制管理とクオリティの高いソーシャルケアのサポートにおい

て果たすべくあなたに期待されるものは何かを理解することになります。規範に述べられた基準に照らし合わせて、

自分の行動基準と方針を再考することが奨励されます。

サービス利用者または社会一般人として、行動規範は、ソーシャルケアワーカーがあなたに対してとるべき態度、ソ

ーシャルケアワーカーが適切に職務を遂行できるように雇用主が提供すべきサポートを理解する助けとなります。

ソーシャルケアワーカーの雇用主のための行動規範
本規範の目的は、ソーシャルケアワーカーを規制管理するに際しての雇用主の責任を規定することです。従業員の規

制管理を行う目的は、サービス利用者とケアラーの利益を保護し、その促進を図ることです。規範は、既に実施され

ている雇用主の方針に取って代わったりそれを繰り返すものではなく、それを補完することを意図し、スタッフの雇

用に関連する法律、必要条件、指針のより幅の広いパッケージの一部となります。雇用主は、本規範に述べられた基

準を満たし、クオリティの高いサービスを提供し、ソーシャルケアサービスにおける社会一般の信頼と信任を促進す

ることを確認する責任があります。

身分
National Care Standards Commission及びSocial Services Inspectorateは、ケア基準の施行にあたり本規範を考慮に入

れることになります。

ソーシャルケア従事者の規制管理に関連する責任を果たすために、ソーシャルケア雇用主には以下を実施する義務が

あります。

b人員がソーシャルケアに従事するのに適切であり、その役割と責任を理解していることを確認する。

bソーシャルケアワーカーがGeneral Social Care Council（GSCC）のソーシャルケアワーカーのための行動規範を満

たすことができるように、方針と手順を書面で備える。

bソーシャルケアワーカーが技能と知識を強化して能力開発を行えるように、トレーニングと能力開発の機会を提供

する。

b危険、差別的、搾取的な態度や行動に対処するために方針と手順を書面で作成し、これを実行する。

bソーシャルケアワーカー、サービス利用者、ケアラーにGSCCの行動規範の推進を図り、GSCCの処置に協力する。

1 ソーシャルケア雇用主として、あなたは、人員がソーシャルケアに従事するのに適切であり、その役割と責任を理

解していることを確認する義務があります。

これには以下のことが含まれます。

1.1 適切な知識と技能を有し、ソーシャルケアに携わるのに適した人員だけが従業員として雇用されることを確実に

する点に焦点を合わせた厳格で徹底した人材募集と人選プロセスを活用する。

1.2 犯罪記録、関連する記録簿や人物リストを調査し、採用を確認する前に、人員が採用職務を遂行する能力がある

かどうかを査定する。

1.3 信頼できる身元保証人を求め、身元保証を提供する。

1.4 スタッフに、その役割と責任、関連する法律、職場で従うべき組織の方針と手順に関する明確な情報を伝える。
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1.5 クオリティの高いサービスとケアを保証するために、スタッフと組織のパフォーマンスを管理する。

2 ソーシャルケア雇用主として、あなたは、ソーシャルケアワーカーがGSCCのソーシャルケアワーカーのための行動

規範を満たすことができるように、方針と手順を書面で備える義務があります。

これには以下のことが含まれます。

2.1 秘密保守、機会均等、リスク評価、（薬物・アルコールなどの）物質濫用、記録保管、サービス利用者やケアラ

ーからの金品の受理に関して書面で作成された方針を実行し、監視する。

2.2 効果的な行動と模範的な実践をサポートするためにスタッフを効果的に管理監督し、パフォーマンスで欠けてい

る点に取り組むためにスタッフをサポートする。

2.3 安全なケアの提供の妨げとなるかもしれない不十分なリソースや運営上の問題をソーシャルケアワーカーが報告

できるように制度を実施し、こうした問題に取り組むためにワーカーや関連当局と協力する。

2.4 GSCCのソーシャルケアワーカーのための行動規範を満たすためにソーシャルケアワーカーをサポートし、ワー

カーの同規範への遵守を危険にさらすような行為を要求しない。

3 ソーシャルケア雇用主として、あなたは、ソーシャルケアワーカーが技能と知識を強化して能力開発を行えるよう

に、トレーニングと能力開発の機会を提供する義務があります。

これには以下のことが含まれます。

3.1 ソーシャルケアワーカーが効果的に仕事を行い、変化する新しい役割と責任に備えるのに役立つように、研修、

トレーニング、能力開発の機会を提供する。

3.2 効果的な職場評価と実践学習を含めて、ソーシャルケアとソーシャルワークの教育ならびにトレーニングの提供

に貢献する。

3.3 GSCCの登録適性基準と専門性を継続発展させていくための必要条件を満たすように、登録を条件とするポスト

のスタッフをサポートする。

3.4 何らかの職務を遂行できないか遂行のための準備が不十分と感じるために援助を求めるソーシャルケアワーカー

に適切に対応する。

4 ソーシャルケア雇用主として、あなたは、危険、差別的、搾取的な態度や行動に対処するために方針と手順を書面

で作成し、これを実行する義務があります。

これには以下のことが含まれます。

4.1 いじめ、ハラスメント、弁解できない如何なる形態の差別も容認できるものではないことをソーシャルケアワー

カーに明確にし、かかる行為に対処する措置をとる。

4.2 危険、差別的、虐待的、搾取的な態度や行動を報告するためのソーシャルケアワーカー向けの手順を確立してこ

れを推進し、こうした報告には素早く効果的に公然と対処する。

4.3 スタッフに対する暴力、おどし、虐待は容認できるものではないことをソーシャルケアワーカー、サービス利用

者、ケアラーに明確にし、暴力の危険を最小限に留めるための明確な方針と手順を備え、暴力事件を管理する。

4.4 職場でトラウマや暴力を体験しているソーシャルケアワーカーをサポートする。

4.5 スタッフの福祉とワーカーの機会均等を促進する方針と手順を書面で作成し、これを実行する。

4.6 ケアとサービス利用者の安全を再優先しながら、不健康や薬物・アルコール依存症で仕事に影響が及んでいるソ

ーシャルケアワーカーに対して適切な支援を提供し、かかるワーカーの治療中の仕事に加える何らかの制限に関

して明確な指針を与える。

5 ソーシャルケア雇用主として、あなたは、ソーシャルケアワーカー、サービス利用者、ケアラーにGSCCの行動規範

の推進を図り、GSCCの処置に協力する義務があります。
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これには以下のことが含まれます。

5.1 本規範と雇用主の規範遵守義務についてソーシャルケアワーカーに通告する。

5.2 GSCCのソーシャルケアワーカーのための行動規範と同規範に準拠するためのワーカーの個人的な責任について

ソーシャルケアワーカーに通告する。

5.3 本規範とソーシャルケアワーカーのための行動規範をサービス利用者とケアラーに認識させ、雇用主の方針を通

じて問題を提起する方法と、必要であれば規範に関してGSCCに連絡する方法について彼等に通告する。

5.4 ワーカーの行動に関連する何らかの決定を行う際に、GSCCのソーシャルケアワーカーのための行動規範を考慮

に入れる。

5.5 登録に疑問を投げかけるかもしれない登録ソーシャルケアワーカーの違反行為につきGSCCに通告し、GSCCに報

告を行ったことを当該ワーカーに通告する。

5.6 GSCCの調査と審問に協力し、GSCCの調査結果と決定に適切に対応する。

ソーシャルケアワーカー

はじめに

本文書には、ソーシャルケアワーカーとその雇用主が職務に就くにあたり遵守すべき実践・行動基準を記したソーシ

ャルケアワーカーのための行動規範とソーシャルケアワーカーの雇用主のための行動規範が収められています。ソー

シャルケアワーカーの雇用主のための行動規範でも繰り返されますが、ここでは、規範の目的と、規範がソーシャル

ケアワーカー、雇用主、サービス利用者、社会一般人に意味するところの理解を助けることを意図しています。

2001年10月1日、General Social Care CouncilはNorthern Ireland Social Care Council、Scottish Social Services Council、

Care Council for Walesと同時に作業に着手しました。カウンシルには行動規範を作成する義務があり、ソーシャルケ

アサービスの基準を高める作業の一環として、協同でこれらの規範の作成にあたりました。

本文書にはワーカーと雇用主のための両行動規範が併記されていますが、これは、両規範は補完的なものであり、ソ

ーシャルケアサービスにおける高い基準を保証する際の雇用主とワーカーの共同責任を映し出すものであるためです。

規範とは何か？
ソーシャルケアワーカーのための行動規範は、ソーシャルケアワーカーが日常の職務に就く際に求められる職業上の

実践・行動基準を列挙して述べたものです。多くの雇用主は同様の規範を地域レベルで実施しているとはいえ、こう

した方法で全国レベルの基準が定められたのは今回が初めてです。目的は、ソーシャルケアに求められる基準を確立

させ、雇用主、同僚、サービス利用者、ケアラー、社会一般人がワーカーに期待する実践基準とは何かをソーシャル

ケアワーカーが確実に把握できるようにすることです。

ソーシャルケアワーカーの雇用主のための行動規範とは、ソーシャルケアワーカーを規制管理するに際しての雇用主

の責任を規定するものです。こうした基準が全国レベルで定められたのは、これも今回が初めてです。規範は、雇用

主が適用規範に定められた基準を遵守し、ソーシャルケアワーカーが適用規範の基準を満たすようにワーカーをサポ

ートし、ワーカーが期待される実践基準に満たない場合には適切な措置をとることを求めています。

規範は既に実施されている実践基準を反映させることをめざし、ワーカーと雇用主が規範の中に、既に目標としてい

る共有の基準を認識することを予期しています。カウンシルは規範を広く紹介していくことにより、これらの基準の

推進を図っていきます。

規範はどのように活用されていくのか？
規範は、英国内のイングランド、スコットランド、ウェールズ、北アイルランドにソーシャルケア規制制度を導入す
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る重要なステップです。カウンシルは、ソーシャルケアに従事する者の登録責任を負います。登録簿は、登録者が登

録簿に登録されるための必要条件を満たし、ソーシャルケアワーカーのための行動規範に述べられた基準の遵守を応

諾したという公の記録となります。

カウンシルは、違反行為問題や登録ワーカーを登録簿に留めるべきか否かの決定を熟考する際に、ソーシャルケアワ

ーカーのための行動規範に述べられた基準を考慮に入れることになります。

規範があなたに意味するものは？
ソーシャルケアワーカーとして、あなたは自分の行動の指針となる基準を持ち、どのような実践基準を満たすことが

あなたに期待されているのかを明確に把握することになります。自分の行動を考察し、改善できる領域を見つけられ

るように、行動規範を活用していくことが奨励されます。

ソーシャルケアの雇用主として、あなたは、従業員の規制管理とクオリティの高いソーシャルケアのサポートにおい

て果たすべくあなたに期待されるものは何かを理解することになります。規範に述べられた基準に照らし合わせて、

自分の行動基準と方針を再考することが奨励されます。

サービス利用者または社会一般人として、行動規範は、ソーシャルケアワーカーがあなたに対してとるべき態度、ソ

ーシャルケアワーカーが適切に職務を遂行できるように雇用主が提供すべきサポートを理解する助けとなります。

ソーシャルケアワーカーのための行動規範
本規範の目的は、ソーシャルケアワーカーに期待される行動について述べ、ソーシャルケアワーカーに期待できる実

践基準についてサービス利用者と社会一般人に通告することです。規範は、ソーシャルケアワーカーが従うべき法律、

行動基準、雇用主による方針と手順のより幅の広いパッケージの一部となります。ソーシャルケアワーカーは、自

分の行動が本規範に述べられた基準を下回ることなく、自分の如何なる作為や不作為もサービス利用者の福祉を損な

うことがないことを確認する責任があります。

身分
General Social Care Councilはソーシャルケアワーカーに本規範への準拠を期待し、登録ワーカーがこれに準拠しない

場合は措置を講ずることがあります。

ソーシャルケアワーカーの雇用主は、スタッフの行動に関する何らかの決定を行う際に

本規範を考慮に入れることを求められます。

ソーシャルケアワーカーの実施義務：
bサービス利用者とケアラーの権利を保護し、その利益の促進を図る。

bサービス利用者とケアラーの信頼と信任の確立と維持に努める。

bサービス利用者をでき得る限り危害から守りながら、その自立を促す。

bサービス利用者の態度が本人または他人に害を及ぼさないことの確認に努めながら、その権利を尊重する。

bソーシャルケアサービスにおける社会一般の信頼と信任を擁護する。

b仕事のクオリティに対する報告責任と、知識と技能の維持向上責任を負う。

1 ソーシャルケアワーカーとして、あなたは、サービス利用者とケアラーの権利を保護し、その利益の促進を図る義

務があります。

これには以下のことが含まれます。

1.1 各人を個人として扱う。
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1.2 サービス利用者とケアラー両者の個人的な考えや希望を尊重し、該当する場合にはその促進を図る。

1.3 サービス利用者が生活を管理し、彼等が受けるサービスについて選択肢を伝えられるように、その権利をサポー

トする。

1.4 サービス利用者の尊厳とプライバシーを尊重し、これを維持する。

1.5 サービス利用者とケアラーの機会均等の促進を図る。

1.6 多様性、異なる文化と価値観を尊重する。

2 ソーシャルケアワーカーとして、あなたは、サービス利用者とケアラーの信頼と信任の確立と維持に努める義務が

あります。

これには以下のことが含まれます。

2.1 誠実で信頼に値する存在となる。

2.2 適切、オープン、正確、率直な方法でコミュニケーションを図る。

2.3 秘密情報を尊重し、秘密保守に関するエージェンシーの方針をサービス利用者とケアラーに明確に説明する。

2.4 信頼でき、頼れる存在となる。

2.5 仕事のコミットメント、契約、協定を履行し、それが不可能な場合には、その理由をサービス利用者とケアラー

に説明する。

2.6 利益の衝突を生じさせるかもしれない問題を言明し、自分の判断や行動がその影響を受けることのないことを確

認する。

2.7 サービス利用者やケアラーからの金品受理に関する方針と手順を厳守する。

3 ソーシャルケアワーカーとして、あなたは、サービス利用者をでき得る限り危害から守りながら、その自立を促す

義務があります。

これには以下のことが含まれます。

3.1 サービス利用者の自立を促し、彼等が自分の権利を理解してそれを行使するのを補助する。

3.2 危険、虐待的、差別的、搾取的な態度や行動を吟味してこれを報告するために、既に実施されているプロセスと

手順を活用する。

3.3 職場における暴力や虐待的な行為から自身と他者を安全に守るための慣行と手順に従う。

3.4 安全なケアの提供の妨げとなるかもしれないリソースや運営上の問題について、雇用主または該当当局の注意を

喚起する。

3.5 同僚の行動が安全でなかったり、ケアの水準に悪影響を及ぼすかもしれない場合には、雇用主または該当当局に

通告する。

3.6 物質濫用に関するものも含めて、雇用主の健康安全方針を遵守する。

3.7 サービス利用者とケアラーが苦情を申し立てるのを助け、苦情を真剣に受け止めて、それに対応するか、それを

該当者に伝える。

3.8 サービス利用者とケアラーと働くことから生じる権限を責任ある態度で認識してこれを行使する。

4 ソーシャルケアワーカーとして、あなたは、サービス利用者の態度が本人または他人に害を及ぼさないことの確認

に努めながら、その権利を尊重する義務があります。

これには以下のことが含まれます。

4.1 サービス利用者には危険を冒す権利があることを認識し、本人または他人に対する実際の危険性とその可能性を

彼等が明確にし、それを管理するのを助ける。

4.2 サービス利用者の態度が本人または他人に害を及ぼす危険があるかどうかを査定するために、リスク評価の方針

と手順に従う。

4.3 サービス利用者が本人または他人に害を及ぼす実際の危険性とその可能性のリスクを最小限に留めるために必要
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な処置を講ずる。

4.4 リスク評価の結果とその含意について、関係する同僚とエージェンシーへの通告が行われたことを確認する。

5 ソーシャルケアワーカーとして、あなたは、ソーシャルケアサービスにおける社会一般の信頼と信任を擁護する義

務があります。

特に以下の行為は禁止されています。

5.1 サービス利用者、ケアラー、同僚を虐待、軽視し、あるいは彼等に危害を加えること。

5.2 如何なる方法によっても、サービス利用者、ケアラー、同僚から搾取すること。

5.3 サービス利用者とケアラーの信頼、あるいは彼等に関する個人情報、その資産、家庭、職場にアクセスできる自

分の立場を悪用すること。

5.4 サービス利用者と不適切な個人的関係を築くこと。

5.5 サービス利用者、ケアラー、同僚を不法または弁解の余地なく差別すること。

5.6 サービス利用者、ケアラー、同僚による不法または弁解の余地のない差別を容赦すること。

5.7 自己または他人を不必要な危険にさらすこと。

5.8 職場の内外を問わず、ソーシャルケアサービス従事者としての適性に疑問を投げかけられるような行動をとるこ

と。

6 ソーシャルケアワーカーとして、あなたは、仕事のクオリティに対する報告責任と、知識と技能の維持向上責任を

負う義務があります。

これには以下のことが含まれます。

6.1 関連する行動基準を満たし、合法的、安全、効果的な方法で職務にあたる。

6.2 職務に定められた手順が求める通りに、明確で正確な記録を維持する。

6.3 自分の職務を完全かつ安全に遂行する能力に影響を及ぼすかもしれない個人的な問題について、雇用主または該

当当局に通告する。

6.4 何らかの職務を遂行できないか遂行のための準備が不十分と感じたり、仕事の進め方に自信がない場合には、雇

用主または該当当局に援助を求める。

6.5 同僚とオープンかつ協力的に働き、敬意をもって彼等に接する。

6.6 他のワーカーに委任した職務に関しても自分が責任を負うことを認識する。

6.7 他のエージェンシーから派遣されたワーカーの役割と専門知識を認めてこれを尊重し、彼等と協力して働く。

6.8 知識と技能を維持向上させるために関連するトレーニングを受け、他者の学習と能力開発に貢献する。

General Social Care Council 

Goldings House 

2 Hay's Lane 

London 

SE1 2HB 

020 7397 5100 

www.gscc.org.uk 

（C） Copyright General Social Care Council 2002 
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Keep Safe Project （性的虐待のパンフレット・邦訳と原文）資料４
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Mulberry Bush School Integrated Treatment  Plan（邦訳と原文）資料５
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＊見出しが数字は視察先で入手した資料、英文字は帰国後に収集した資料を示す

５－１．Sure Start

１．Sure Start North Kensington News Letter January 2001
（Colbone Children’s Center（コルボーン子どもセンター）におけるシュアスタートプログラムのニューズレター）

２．Sure Start North Kensington What’s On January 2001
（Colbone Children’s Centerで行われているプログラムの具体例）

３．Teenage Pregnancy Unit
（10代の望まない妊娠を低下させるための施策についての資料）

４．Bookstart＋ キット　
クレヨン、Cock-a-Moo-Moo（動物の鳴き声の絵本）、絵本のシール、More Choice for Childcare（子育て資源に

関する情報パンフレット）、Numbers are FUN （1～10までの数字が書かれた冊子）、Bookstart: Great Books for Toddlers（子どものための絵本ガイ

ド）、Owl Babies（絵本『フクロウの赤ちゃん』）、Book start Bears love books.（ぬり絵付き自由帳「絵本好きのクマさんたち」）、Bookstart+

Listning, talking, loving, and sharing.（絵本が子どもに必要な理由をわかりやすく解説してある冊子）。これらがカラフルでかわいらしいナイロンバ

ッグに入っている。

５．Candida Hunt（2003）． The Parenting Puzzle．Family Link．

６．Sue Macdonald（2007）．Midwives: The official journal of the Royal College of Midwives．The Royal Collage of

Midwives．（十代の望まぬ妊娠について）

* * *

ａ．Deparment of Education and Employment and Department for Social Security and Minister for Women

（1988）. Meeting the Childcare Challenge: A Framework and Consultation Document. 
（“1988年グリーンペーパー”とも呼ばれる歴史的に重要な議会提案書。政府の児童ケアに関する基準を設定したもの）

ｂ．2006年児童ケア法（サマリー）

ｃ．HM Treasury, Department for Education and Skills, Department for Work and Pensions, and Department of

Trade and Industry（2004） Choice for parents, the best start for children: a ten year strategy for childcare
（政府の子育て支援10カ年計画。SureStartはこの計画の中心的施策である）

―Choice for parents, the best start for children: a ten year strategy for childcare．（親用パンフレット）

―Choice for parents, the best start for children: a ten year strategy for childcare．（専門家用パンフレット）

ｄ．Department of education and skills and Department of Health （2006）．SureStart Children’s Centres Practice

Guidance．
（子どもセンターの実践指針）

ｅ．Department of education and skills and Department of Health （2006）．SureStart Children’s Centres Planning

and Performance Management  Guidance．
（子どもセンターの立案と実践に関するマネージメントガイド）

ｆ．Self Evaluation for Sure Start Children’s Centers
（監査機関であるofstedによる監査のための自己評価表）

内容物（5-1の写真4。右から）
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６－１．Kenisngton & Chelsea Social Services（SSD）

１．The Stationary Office.  Children’s Act 1989. 
（1989年児童法。第5部に児童の保護について記されており、児童福祉に関する基本法である。資料に第5部の邦訳を掲載）

* * *

ａ．Department of Health, Department for Education and Employment, and Home Office（2000）.  Framework for

the Assessment of Children in Need and their Families. The Stationary Office．
（ソーシャルサービスをはじめとする児童保護に関連する諸機関が共有するアセスメントの基本的枠組み）

ｂ．HM Government （2006） The Common Assessment Framework for children & young people: Practioners’

guide: Integrated working to improve outcomes for children and young people. 
（c.のCAFに関する概説書）

ｃ．Department of Education and Skills（2006）. Common Assessment Framework for Children and Young People

（CAF）

・Guide to definitions used in CAF form （用語説明）

・CAF form （フォーム）

・Pre-assessment checklist （アセスメント事前のチェックリスト）

（SSDをはじめとする児童保護に関連する諸機関が共有するアセスメントフォームシート）

ｄ．Department of Education and Skills （2006）. Common Assessment Framework for Children and Young People:

Supporting tools.

ｅ．Children’s Workforce Development Council （2007）. Common Assessment Framework for Children and Young

People: Manager’s Guide. 

ｆ．Children’s Workforce Development Council （2007）. Common Assessment Framework for Children and Young

People: Practitioner’s Guide.

ｇ．Children’s Workforce Development Council （2007）.  Common Assessment Framework for Children and Young

People: frequently asked questions. 
（c ～fはコモンアセスメントフレームワークのガイドや「よくある質問」等）

ｈ．General Social Care Council （2002）.  Code of Practice for Social Care Workers and Code of Practice for

Employers of Social Care Worker.
（ソーシャルワーカーとその所属機関のための行動規範。ソーシャルワーカーの資格認定協会が作成している。英国の協会であるが各国語で記され

た規範がWeb上で公開されており、日本語によるものもある。資料参照のこと）

ｉ．Home Office and Department of Health（1992）Memorandum of Good Practice: on Video Recorded Interviews

on Child Witnesses for Criminal Proceedings. （仲真紀子・田中周子（訳）（2007）『子どもの司法面接：ビデオ

録画のためのガイドライン』，誠信書房．）

ｊ．Home Office, Lord Chancellor, Crown Prosecution Services, Department of Health, and The National Assembly

for Wales（2002）.  Achieving Best Evidence in Criminal Proceedings: Guidance for Vulnerable or Intimidated

Witnesses, including Children.
（ 1991年Criminal Justice Act（刑事司法法）により、性的・身体的虐待を受けた子どもの面接のビデオ録画記録が、法廷証拠として

認められた。その具体的な方法指針がMemorandum of Good Practice （1992）にまとめられている（仲真紀子（訳）『子どもの司法面接：ビデオ録

画面接のためのガイドライン』誠信書房，2007年として日本でも邦訳出版されている）。1998年に、Memorandumを拡大、傷つきやすい成人または

脅迫されている成人を対象に含めることが提案され、内務省と多分野連携ワーキンググループによってSpeaking Up for Justiceという勧告書が制作

された。このSpeaking Upの勧告に基づいて少年司法刑事証拠法（Youth Justice and Criminal Evidence Act,1999年）第二部が整備される。さらに

2000年、Achieving Best Evidence（最良の証拠を得るために）が公表。これはSpeaking Up for Justice で勧告された趣旨に沿うように、実践指針

Memorandumを改訂・拡大して、子ども・成人を問わず、傷つきやすい人が法廷手続きにおいて最上の証拠を提示できるような手続きを記した指

針であり、Memorandumに代わるものとされる。）

ｋ．Mile Stein and Jim Wade．Helping Care Leavers: Problems and Strategic Responses. Department of Health.
（ケアシステムから自立する子どもたちの支援指針）

歴史的変遷
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ｌ．London safeguarding children board（2007）．London child protection procedures．3rd Edition．
（ロンドン版児童保護のための手続きマニュアル）

７－１．Intensive Parenting Project （IPP）

１．IPP（2006）．Intensive Parenting Project: Annual Report April 2005-March 2006.
（IPPの年次報告書）

２．Feelings Self Talk
（IPPで使用される親支援プログラム、ウエブスターストラットン・ペアレンティング・プログラムで使われる資料）

* * *

ａ．Webster-Stratton, Carolyn（1992） The Incredible Years A Trouble-Shooting Guide for Parents of Children

Aged 2-8 ; Seattle Published by Incredible years.

ｂ．Webster-Stratton, Carolyn（1999） How to Promote Children’s Social and Emotional Competence California

Paul Chapman Publishing

７－２．NSPCC（Parkside Clinic）

１．Central and North West London Mental Health NHS.  Parkside Assessment Service Information Pack  The

Parkside Assessment Service．
（パークサイドクリニックの紹介）

２．Central and North West London Mental Health NHS and NSPCC Parental Mental Health Service: Working for

parents with mental health problems and their families．
（親メンタルヘルスサービスの案内パンフレット）

* * *

ａ．田口寿子（2007）わが国におけるMaternal Filicideの現状と防止対策　-96例の分析から 精神神経学雑誌109（2）:

110-127

ｂ．Hill & Thompson（2003） Mental and Physical Health Co-morbidity in Looked After Children Clinical Child

Psychology and Psychiatry 8（3）315-321

ｃ．Ford et al.（2007） Psychiatric disorder among British children looked after by local   authorities: comparison

with children living in private households British Journal of Psychiatry 190, 319-325.

７－３．The Lister Primary Health Centre

１．South London and Maudsley NHS.  KEEPSAFE PROJECT: Assessing and helping children and young people

with sexually inappropriate or abused behaviors．
（性的虐待に関する情報提供パンフレット）

２．SOUTHWARK CAMHS Child Sexual Treatment Service．
（サウスワーク区の児童思春期メンタルヘルスサービスのパンフレット）

３．Sexually Abused?: A Young Minds Booklet．（邦訳済を資料に添付）
（性的虐待に関するパンフレット）

４．South London and Maudsley NHS. Know your rights and use this freepost postcard to give us your view: Tell us

what you think: of Child & Adolescent Mental Health Services．
（児童思春期メンタルヘルスサービスに関するアンケートのはがき）

* * *

ａ．Weeramanthri, T. and Keaney, F. : What do inner city general practitioners want from a child and adolescent
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mental health service? Psychiatric Bulletin 24, 258-260（2000）

ｂ．Trowell I., Kolvin, I., and Weeramanthri T. et al: Psychotherapy for sexually abused girls: psychopathological

outcome findings and patterns of change British Journal of Psychiatry 180, 234-247 （2003）

ｃ．McCrone, P., Weeramanthri T., and Knapp M et al., Psychotherapy for Sexually Abused Girls

http://www.everychildmatters.gov.uk/costandoutcomes

８－１．National Children’s Home（NCH）

１．NCH.  Find out about fostering children.  
（NCHのホームページより、里子に関する案内文）

２．Foster Care NCH Broad options   Intensive fostering programme．
（インテンシブ・フォスタリング・プログラムのパンフレット）

３．NCH （2006）．The Story of NCH and our service in the voices of children young people and families（Annual

Review 2005/06）．
（NCHの年次報告書）

４．NCH. Welcome to NCH．
（NCHのパンフレット）

８－２．Tavistock Clinic

１．Fostering and Adoption Team Agenda （チームミーティングのレジメ）

２．Julia Granville and Beth Miller （eds.） （2006）．Care Stories：A training film and book for those working with

looked-after children and young people. Edited by  The Tavistok and Portman NHS Trust.
（タビストックの研修用DVDと本。かつてlooked-afterの子どもだった青年たちのインタビュー）

* * *

ａ．Tavistock and Portman NHS Foundation Trust HPより　

―Tavistock Clinic Patient Services and Department（クリニック部門一覧）

―新患用各部門説明

―Child and Family Department説明

―Fostering, Adoption, and Kinship Care Team説明

―The Tavistock Mulberry Bush Day Unit説明

―専門機関用説明

―患者用パンフレット

―在籍スタッフ一覧（部門別、6種）

ｂ．Department for Education and Skills（2007）．Care Matters: Time for Change．
（実の両親と一緒に住めない子どもたちに安全で健康的で一貫した養育環境を提供して、教育の保障をするための方針を記した白書（政府報告書）。

『ケアに関する問題―今、変化のとき』）

ｃ．Department for Education and Skills（2006）．Care Matters: Transforming the Lives of Children and Young

People in Care．
（b.の白書が発行される前に、政府案として提示されたgreen paper（提案書、青書）。『ケアに関する問題―ケアシステムにいる青少年の人生を変え

よう』。この青書に対する意見がeにまとめられ、それらをうけてbの白書が作られた）

ｄ．Department for Education and Skills（2007）．Care Matters: Transforming the Lives of Children and Young

People in Care Summary．
（c.のサマリー）

ｅ．Department for Education and Skills（2007）．Care Matters: Transforming the Lives of Children and Young
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People in Care（Consultation Response Form）．
（c.に対する各関係機関からの意見書のまとめ）

９－１．The Caldecott Foundation

１．The Caldecott Foundationパンフレット

２．カルデコット防災図面　

９－２．The Mulberry Bush School

１．Mulberry Bush School Integrated Treatment Plan （邦訳を資料に添付）
（マルベリーブッシュスクールにおける統合的治療計画）

２．岡本正子氏らによるマルベリーブッシュスクールの視察報告書　

３．Annual Review2006  The Mulberry Bush School learning to live: living to learn．
（マルベリーブッシュスクールの年次報告書）

* * *

ａ．チャーターハウスグループのHPより　

―活動内容

―レジデンシャルケアに関する推薦本・論文

―推薦論文３本

・DARING TO TRY AGAIN

・Standards of practice for working with children and young people in a therapeutic community setting．

・Therapeutic Child Care

10－１．児童保護局　Louse Moore氏
１．Department for Education and Skills. （2006） What to Do if you’re worried a child is being abused.
（『もし子どもが虐待されているかもしれないと思ったら』）

２．HM Government（2006）. Working Together: A guide to inter-agency working to safeguard and promote the

welfare of children. 
（『ワーキング・トゥギャザー（共に働こう）：子どもの福祉を守り促進するための多分野協働ガイド』）

３．Department for Education and Skills.（2006）.  Safeguarding Children and Safer Recruitment in Education.
（『子どもを守るために：教育分野における雇用のためのガイド』）

* * *

ａ．Department for Education and Skills（2007）.  Safeguarding Children from Abuse Linked to a Belief in Sprit

Possession.  
（『子どもが「悪魔憑きになった」として虐待を受けることから守るために』実践指針）

ｂ．Department for Children, Schools and Families（2007）Working Together to Safeguard Children －Safeguarding

Children who may have been trafficked.

ｃ．Lord Laming（2003）The Victoria Climbíe Inquiry Report.

10－２．ロンドン大学教授　David Gough氏
１．BAPSCAN（英国子ども虐待防止学会）のジャーナル
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２．Mary Baginskyの論文

・Responding to change: A survey of local education aythorities’responses to the changing policy context of

child protection

・Peer mediation in the UK: a guide for schools
（児童保護と教育の関連について質問をした際に推奨された論文）

10－３．英国児童虐待防止学会会長　Jonathan Picken氏
１．Children’s Service ― Social Care, Worcestershire Country Council（2007）.  Child protection Register. 
（Picken氏が勤めるウィスターシャー州LSCBにおける児童保護登録の基本情報）

* * *

ａ．山上皓（2002）「欧米諸国の精神障害犯罪者対策に学ぶ」．ノーマライゼーション　障害者の福祉　2002年9月2号．

（英国のセキュアユニットについての記述がある）

ｂ．Children accommodated in secure units, year ending 31 March 2002, England and Wales．

ｃ．Statistical Bulletin Children Accommodated in Secure Units, year ending 31 March 2000: England and Wales．
（セキュアユニットに入る子どもの統計（2000年と2002年））

公開講座時に頂いた資料

ｄ．NSPCC（2006） Childline casenote．（電話相談事例ノート）

ｅ．Department for Education and Skills（2005）．Looked After Children Taskforce．
（『looked-afterの子どものためのタスクフォース』）

ｆ．Department for Education and Skills （2007）．Local Safeguarding Children Boards: A Review of Progress．
（『LSCB：事業報告書』）

ｇ．World Health Organization（2007）．Preventing Child maltreatment in Europe: a public health approach Policy

briefing．Violence and Prevention Programme WHO Regional office for Europe; The university of

Birmingham．
（『欧州における子ども虐待防止：公衆衛生からのアプローチと政策』）

ｈ．NSPCC （2006）．What we do. Facts and figures about child abuse ．
（NSPCCによる虐待に関する統計）

ｉ．Susan J. Creighton（2003）．CHILD PRTECTION STATISTICS: 4. Criminal Offences against Children ．NPSCC

Child Protection Research Group．
（NSPCCによる虐待に関する統計）

ｊ．Every Child Matters: Change for Childrenより OUTCOMES FRAMEWORK
（子どもの福祉を保証する5要素について、関係機関が改善できたかどうかをチェックするためのシート）

ｋ．Department of Health（2002）．Children’Homes: National Minimum Standards Children’s Homes Regulations．

CARE STANDARDS ACT 2000. The Stationary Office.
（児童福祉施設最低基準指針。2000年ケア基準法に基づく）

ｌ．Department of Health（2002）．Fostering Services: National Minimum Standards  Fostering Services Regulations．

CARE STANDARDS ACT 2000.  The Stationary Office.
（里親家庭最低基準指針。2000年ケア基準法に基づく）

10－４．Southwark行政区SSDサービス質的改善ユニット　Alasdair Smith氏（ofsted）
ａ．Ofsted Strategic Plan 2007-2010（オフステッド基本方針）
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